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平成３１年２月１４日判決言渡  

平成３０年（ネ）第１００６７号 商号使用禁止等請求控訴事件 

（原審・さいたま地方裁判所平成２９年（ワ）第１４４１号） 

口頭弁論終結日 平成３０年１２月１９日 

判       決 

 

       控 訴 人       ワイケイホーム株式会社 

 

訴訟代理人弁護士       小   野       聡 

 

       被 控 訴 人       ワイケイサービス株式会社 

 

訴訟代理人弁護士       平   林   英   昭 

同              近   藤   正   人 

主       文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人は，「ワイケイサービス株式会社」の商号を使用してはならない。 

３ 被控訴人は，さいたま地方法務局平成２２年７月１日設立の商業登記中，

「ワイケイサービス株式会社」の商号の登記の抹消登記手続をせよ。 

第２ 事案の概要（略称は，特に断りのない限り，原判決に従う。） 

 本件は，控訴人が，被控訴人による「ワイケイサービス株式会社」の商号

（以下「被告商号」という。）の使用が，控訴人と被控訴人間の黙示の商号使
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用禁止の合意に違反し，又は不正の目的をもってした控訴人と誤認されるおそ

れのある商号の使用に当たる旨主張して，被控訴人に対し，商号使用禁止の合

意又は会社法８条に基づき，被告商号の使用の差止め及び商号の登記の抹消登

記手続を求める事案である。 

 原判決は，控訴人主張の黙示の商号使用禁止の合意が存在するものと認めら

れず，また，被控訴人による被告商号の使用に「不正の目的」（同条１項）が

あるものと認められないとして，控訴人の請求をいずれも棄却した。 

 控訴人は，これを不服として本件控訴を提起した。 

１ 前提事実 

 以下のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第２の１記載のとお

りであるから，これを引用する。 

(1) 原判決２頁２３行目から３頁４行目までを次のとおり改める。 

「 控訴人は，控訴人が新築した建物の構造駆体について，その買主である

顧客に対し，建物の引渡し後１０年目，１５年目及び２０年目に控訴人が実

施する定期点検により必要と認めた屋根，外壁等の有償メンテナンス工事を

受注することを条件として，引渡し時から１０年間の法定の保証期間を１５

年延長し，合計２５年間保証（以下「本件品質保証」という。甲１）してい

た。 

 被控訴人は，平成２２年７月から平成２４年ころまでの間，控訴人から

委託を受けて，控訴人が建築した建物の定期点検，メンテナンス工事等の保

守業務（以下「アフターケア業務」という。）を行っていた。」 

(2) 原判決３頁４行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

「(3) 本件訴訟に至る経緯 

ア 控訴人は，平成２７年，被控訴人が，控訴人の顧客名簿を利用して，

控訴人の関連会社であるかのように控訴人の顧客に説明して営業活動

を行い，控訴人の顧客を横取りした行為が不法行為を構成するなどと
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主張して，被控訴人に対し，控訴人の顧客名簿を利用して業務を遂行

することの差止め及び損害賠償を求める訴訟（さいたま地方裁判所平

成２７年（ワ）第６３３号事件。以下「別件訴訟」という。）を提起

した。 

 さいたま地方裁判所は，平成２８年５月１１日，控訴人の請求をい

ずれも棄却する旨の判決（以下「別件判決」という。乙３）を言い渡

し，その後，別件判決は，確定した。 

イ 控訴人は，平成２９年６月１７日，本件訴訟を提起した。」 

２ 争点 

(1) 被告商号の使用禁止の合意の成否（争点１） 

(2) 被控訴人の「不正の目的」の有無等（争点２） 

３ 争点に関する当事者の主張 

(1) 争点１（被告商号の使用禁止の合意の成否）について 

ア 控訴人の主張 

(ア) ①控訴人は，控訴人が新築した建物の顧客に対するアフターケア業

務を代行して担当する子会社を設立し，当時控訴人の従業員であった被

控訴人代表者（Ａ）をその代表取締役に就任させ，業務提携を行うため

に，その子会社として被控訴人を設立したこと，②被控訴人の商号は，

控訴人の顧客から，被控訴人が控訴人の子会社又は関連会社であること

を認識してもらうために，控訴人の「ワイケイホーム株式会社」の商号

（以下「原告商号」という。）中の「ワイケイ」の文字部分を含む被告

商号に決定されたことに照らすと，被控訴人が被告商号を使用できるの

は，控訴人と被控訴人の業務提携が存在していることが前提とされてい

るといえる。 

      このような被控訴人の設立の経緯に照らすと，控訴人と被控訴人との

間では，被控訴人の設立時（設立日平成２２年７月１日）に，控訴人と
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被控訴人の資本関係及び業務提携が解消されたときは，被控訴人が被告

商号を使用しない旨の黙示の合意（以下「本件合意」という。）が成立

したというべきである。 

そして，被控訴人は，平成２４年９月ころ，Ａが控訴人から控訴人保

有の被控訴人の株式全部を買い取ることによって，控訴人との資本関係

を解消し，かつ，控訴人と被控訴人の業務提携が解消されたから，被控

訴人は，本件合意に基づいて，控訴人に対し，被告商号を使用しない旨

の不作為債務を負った。 

(イ) したがって，被控訴人による被告商号の使用は，本件合意に違反す

るから，控訴人は，被控訴人に対し，本件合意に基づき，被告商号の使

用の差止め及び商号の登記の抹消登記手続を求める。 

イ 被控訴人の主張 

控訴人主張の本件合意の成立の事実は否認する。 

被控訴人は，控訴人の従業員であったＡが，当時の控訴人代表者であっ

たＢから独立を勧められ，被控訴人代表者及び控訴人が共同出資して設立

した株式会社である。 

Ａは，Ｂから，被控訴人の商号を自由に決めてよいと言われたので，Ａ

の氏名（「Ａ」）の頭文字（イニシャル）である「ＹＫ」を用いて，「ワ

イケイサービス株式会社」（被告商号）と決定したものであり，その際に，

控訴人の顧客から，被控訴人が控訴人の子会社又は関連会社であることを

認識してもらう目的はなかった。 

(2) 争点２（被控訴人の「不正の目的」の有無等）について 

 以下のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第２の２(2)記載

のとおりであるから，これを引用する。 

ア 原判決４頁５行目の「被告商号を使用し，」を「原告商号と共通し，控

訴人又はその関連会社と誤認されるおそれのある被告商号を使用し，」と
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改める。 

イ 原判決４頁７行目の「しており，」を「する意思を有していたから，」

と，同頁９行目の「メンテナンス業務」を「アフターケア業務」と改める。 

第３ 当裁判所の判断 

 当裁判所も，控訴人の請求はいずれも理由がないものと判断する。その理

由は，以下のとおりである。 

１ 争点１（被告商号の使用禁止の合意の成否）について 

 以下のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第３の１記載のとお

りであるから，これを引用する。 

(1) 原判決５頁２行目の「Ａは，」の後に「平成２２年７月ころまでに，」

を加える。 

(2) 原判決５頁５行目の「出資し，」の次に「控訴人が１１８株，Ａが８０

株の割当を受け，」を加える。 

(3) 原判決６頁５行目の「原告は，」から同頁７行目の「号）。」までを次

のとおり改める。 

「 控訴人は，平成２７年，被控訴人に対し，控訴人の顧客名簿を利用して

業務を遂行することの差止め及び損害賠償を求める別件訴訟をさいたま

地方裁判所に提起した。」 

(4) 原判決６頁１０行目の「当庁」を「さいたま地方裁判所」と改める。 

(5) 原判決６頁１２行目の「本件訴訟を提起するまで，」を「平成２９年６

月１７日に本件訴訟を提起するまで，」と改める。 

(6) 原判決６頁１５行目から１８行目までを次のとおり改める。 

「ア 控訴人は，被控訴人の設立経緯に照らすと，控訴人と被控訴人との間

では，被控訴人の設立時（設立日平成２２年７月１日）に，控訴人と被

控訴人の資本関係及び業務提携が解消されたときは，被控訴人が被告商

号を使用しない旨の黙示の合意（本件合意）が成立した旨主張する。」 
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(7) 原判決６頁２０行目から２１行目にかけて及び同頁２３行目の各「メン

テナンス業務」を「アフターケア業務」と改める。 

(8) 原判決７頁９行目から２２行目までを次のとおり改める。 

「 加えて，前記認定事実によれば，控訴人が平成２４年９月に控訴人の保

有する被控訴人の株式全部を被控訴人代表者（Ａ）に譲渡して，控訴人と

被控訴人との資本関係及び業務委託関係（業務提携）を解消した際，控訴

人は，被控訴人に対し，被控訴人が上記解消後に被告商号を継続して使用

することについて異議を述べたり，被控訴人の商号を別の商号に変更する

よう求めなかったこと，その後も，控訴人は，平成２９年６月１７日に本

件訴訟を提起するまでの約４年９か月間，被控訴人が被告商号を使用して

営業活動を行っていることを認識しながら，被控訴人に対し，被告商号の

使用を差し控えるよう求めなかったことが認められる。また，控訴人は，

控訴人の保有する被控訴人の株式全部をＡに譲渡する前は，被控訴人の発

行済株式の過半数を有する株主であったから，Ａに株式全部を譲渡する前

に，被告商号が株式譲渡後に確実に変更されるための対策を講じようと思

えば，講じることが可能な立場にあったにもかかわらず，控訴人がそのよ

うな対策を講じることを検討した形跡はうかがわれない。 

 これらの諸事情を勘案すると，被控訴人は，控訴人が新築した建物の顧

客に対するアフターケア業務を代行して担当する子会社として設立され，

被告商号が，控訴人と被控訴人の間に資本関係及び業務委託関係（業務提

携）が存在することを踏まえて決定されたという経緯があったからといっ

て，控訴人及び被控訴人のいずれにおいても，被控訴人の設立の際に，控

訴人と被控訴人の資本関係及び業務提携が解消されたときは，被控訴人の

商号を被告商号から別の商号へ変更する意思又は意向を有していたものと

認めることはできない。他にこれを認めるに足りる証拠はない。 

 したがって，控訴人主張の本件合意の成立の事実を認めることはできな
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い。」 

２ 争点２（被控訴人の「不正の目的」の有無等）について 

 以下のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第３の２記載のとお

りであるから，これを引用する。 

(1) 原判決７頁２６行目の「しており，」を「する意思を有していたから，

」と改める。 

(2) 原判決８頁１行目の「被告は，」から４行目の「認められないこと，」

までを「控訴人主張の本件合意の成立の事実は認められないこと，」と改め

る。 

３ 結論 

 以上のとおり，控訴人の請求はいずれも理由がないから，その請求を棄却

した原判決は相当である。 

 したがって，本件控訴は理由がないから，これを棄却することとし，主文

のとおり判決する。 

 

知的財産高等裁判所第４部 

 

          裁判長裁判官     大   鷹   一   郎 

 

 

             裁判官     山   門       優 

 

 

             裁判官     筈   井   卓   矢 


